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はじめに

１ 策定の趣旨

近年、気候変動等に伴いこれまでに経験したことのない豪雨等による土砂

災害･風水害が増加している。また、南海トラフ地震等が遠くない将来に発生

する可能性があると予測されていることや東日本大震災及び熊本地震で発生

した甚大な被害等から得られた教訓を踏まえて、これまでの想定を上回る災

害リスクへの対応が求められている。そのため、従来の防災･減災のあり方を

見直し、総合的な防災･減災対策に取り組むことが急務となっている。

また、長年にわたって築かれてきた生活や経済の基盤である社会資本の老

朽化対策が極めて大きな課題となる時期を今後迎えることから、これによっ

て社会生活や経済が機能不全に陥ることのないように、公共施設等の更新・

統廃合･長寿命化等を計画的に進めることも急務である。

こうした中、大規模自然災害等に備えた国土の全域にわたる強靱な国づく

りに向け、国土強靱化に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、平

成 25 年 12 月に、強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等

に資する国土強靱化基本法（平成 25 年法律第 95 号）（以下、「強靭化基本

法」という。）が公布・施行され、平成 26 年６月には、強靭化基本法第 10

条に定める「国土強靱化基本計画」が閣議決定された。国は、国土強靭化推

進本部を設置し、強くしなやかな国民生活の実現を図る国土強靭化の取組を

推進することとしており、平成 30 年 12 月 14 日に近年の災害の知見や施策の

進捗状況を踏まえ、国土強靭化基本計画の変更を行っている。合わせて、京

都府においても、平成 28 年 11 月に京都府国土強靱化地域計画が策定されて

いる。

本町は、このような国や京都府の取り組みに合わせて、国土強靭化に関す

る施策の総合的かつ計画的な推進を図り、住民、京都府及び国、事業者等と

ともに強靭で安心・安全な地域づくりを進めていくため、久御山町国土強靭

化地域計画を策定することとする。

なお、本計画が今後の研究成果や国における議論等を踏まえたものとなる

よう、適宜見直しを行っていくものとする。
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２ 計画の位置づけ

久御山町国土強靭化地域計画は、強靭化基本法第 13 条に規定する国土強靭

化地域計画として策定するものであり、久御山町の国土強靭化に関する施策

を総合的かつ計画的に推進するための指針となるべきものとして位置づける

ものである。

そのため、策定に当たっては、町政運営の指針である「第５次総合計画」

及び「久御山町地域防災計画」等の計画との調和を図ることとする。

３ 計画期間

計画期間は、令和元年度から令和５年度までの５年間とする。
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第１章 久御山町国土強靭化地域計画の基本的な考え方

１ 基本目標

災害は、それを迎え撃つ社会の在り方によって被害の状況が大きく異なるも

のであることから、住民生活及び経済に甚大な影響を及ぼすおそれがある大規

模自然災害等（以下「大規模自然災害等」という。）の様々な危機を直視して、

平時から備えることが重要である。

そこで、いかなる災害が発生しても、「強さ」と「しなやかさ」を持った安

心・安全な地域・経済社会が構築されるよう、次の４点を基本目標として本計

画を推進することとする。

① 人命の保護が最大限に図られること。

② 町内の重要な機能が致命的な障害を受けず、維持されること。

③ 住民の財産及び公共施設に係る被害の最小化に資すること。

④ 迅速な復旧復興に資すること。

＜国計画 第１章 国土強靱化の基本的考え方 １ 国土強靱化の理念＞

いかなる災害等が発生しようとも、

① 人命の保護が最大限図られること

② 国家及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること

③ 国民の財産及び公共施設に係る被害の最小化

④ 迅速な復旧復興

を基本目標として、「強さ」と「しなやかさ」を持った安全・安心な国土・地域・経済社会の

構築に向けた「国土強靱化」（ナショナル・レジリエンス）を推進することとする。

２ 久御山町国土強靱化地域計画を推進する上での基本的な方針

事前防災及び減災その他迅速な復旧復興等に資する大規模自然災害等に備え

た国土の全域にわたる強靱な国づくりという国土強靭化の理念を踏まえるとと

もに、昭和 28 年に発生した台風第 13 号による大水害のほか、平成 24 年京都府

南部豪雨、平成 29 年台風第 21 号による浸水被害、平成 30 年大阪府北部地震、

平成 30 年台風第 21 号による風水害等をはじめとする過去の災害から得られた

教訓を最大限活用しつつ、以下の方針に基づき推進する。

（１）国土強靱化の取組姿勢

・ 激甚化する風水害等、切迫する巨大地震に対し、国、府、町等の一層
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の連携強化を図るとともに、住民への情報提供・避難体制の強化等を継

続的に推進すること。

・ 久御山町の強靭性を損なう本質的原因として何が存在しているのかを

あらゆる側面から吟味しつつ、取組にあたること。

・ 短期的な視点によらず、時間管理概念を持ちつつ、長期的な視野を持

って計画的な取組にあたること。

・ 地域間の連携を強化するとともに、安心・安全なまちづくりを進める

ことにより、地域の活力を高め、「自立・分散・協調」型の国土形成に

つなげていく視点を持つこと。

・ 久御山町のあらゆるレベルの経済社会システムが有する潜在力、抵抗

力、回復力、適応力を強化すること。

（２）適切な施策の組み合わせ

・ 災害リスクや状況等に応じて、防災施設の整備、施設の耐震化、代替

施設の確保等のハード対策と、災害対応体制や避難体制の確保、訓練・

防災教育等のソフト対策を適切に組み合わせて効果的に施策を推進する

とともに、このための体制を早急に整備すること。

・ 行政と事業者や住民が適切に連携及び役割分担して取り組むこと。

・ 非常時に防災・減災等の効果を発揮するのみならず、平時にも有効に

活用される対策となるよう工夫すること。

（３）効率的な施策の推進

・ 社会資本の老朽化等を踏まえるとともに、効率的で効果的な財政運営

に配慮して施策の重点化を図ること。

・ 既存の社会資本を有効活用すること等により、費用を縮減しつつ効率

的に施策を推進すること。

・ 限られた資金を最大限に活用するため、民間資金の積極的な活用を図

ること。

・ 施設等の効率的かつ効果的な維持管理に資すること。

・ 人命を保護する観点から、関係者の合意形成を図りつつ、土地の合理

的利用を促進すること。

（４）地域の特性に応じた施策の推進

・ 人のつながりやコミュニティ機能を向上するとともに、強靱化を推進

する担い手が適切に活動できる環境整備に努めること。

・ 女性、高齢者、子ども、障害者、外国人のほか、その他の来訪者にも
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十分配慮して施策を講じること。

・ 自然との共生、環境との調和及び景観の維持に配慮すること。
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第２章 久御山町の地域特性等

１ 地勢・成り立ち

久御山町は、京都府の南部、京都市中心部から南へ約 15 ㎞に位置し、北は京

都市伏見区、東は宇治市、南は城陽市、南西は八幡市に面しており、大阪市中

心部からも約 40 ㎞で、奈良方面や滋賀方面も含めた交通の要衝といえる位置に

ある。

久御山町の面積は 13.86 ㎢で東西は約 3.5km、南北約 4.3km と非常にコンパ

クトなまちであり、地勢的にも宇治川と木津川に挟まれた山城盆地の低地にあ

ることから、起伏のない平坦なところにある。

久御山町の北東部は巨椋池干拓田があり、このような地勢から、過去から治

水対策に特に力を注いできた。古くは農業を中心としたまちであったが、国道

１号をはじめとする道路交通網の発達とともに、工場や倉庫等の諸産業が進出

し、産業集積に伴い、住宅地の開発も進み、農業・工業・住宅の調和したまち

として発展してきた。

２ 気象

京都府の気候は、そのほぼ中央に位置する丹波山地を境にして北部と南部に

大別され、北部は日本海気候、南部は太平洋 (瀬戸内)気候の特性をそれぞれ示

しており、本町は、南部の太平洋（瀬戸内）気候の区域に入る。

冬は少雪で寒さが厳しく、夏は高温多湿という四季がはっきりした気候であ

る。

３ 人口

久御山町の人口は、平成 22 年国勢調査では 15,914 人、平成 27 年国勢調査で

は15,805人となっており、昭和60年の19,136人をピークに減少に転じている。

その中で、65 歳以上の人口については、平成 22 年国勢調査では 3,532 人に対

して、平成 27 年国勢調査では 4,510 人と増加となっている。また、０歳から

14 歳までの人口は、平成 22 年国勢調査では 2,263 人に対して、平成 27 年国勢

調査では 2,022 人と減少している。これら、少子高齢化及び人口減少により、

将来的には財政縮小や労働力の減少などの地域活力の低下が懸念され、町の魅

力向上による若年層世代の転出防止・転入促進や財源の確保、独自の活性化策

などの対策による地域活力の回復が求められる。
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第３章 脆弱性評価

強靭化基本法の趣旨を踏まえ、国土強靭化の推進を図る上で必要な事項を

明らかにするため、大規模自然災害等に対する脆弱性の評価(以下「脆弱性評

価」という。)を次の枠組及び手順により行った。

１ 想定するリスク

住民生活及び経済への影響に鑑み、発生すれば甚大な被害が生じる地震（南

海トラフ地震、直下型地震）、近年頻発している豪雨等による風水害等の大

規模自然災害並びにこれらに起因する有害物質の拡散・流出等の二次災害を

想定するリスクとし、過去の被害状況や発生確率、被害想定等を次のとおり

提示する。

（１）地震

① 南海トラフ地震

今後 30 年以内の発生確率が 70％から 80％と極めて高くなっている

南海トラフ地震について、本町では最大予測震度が６強とされており、

死者は約 10 人、全壊・焼失建物 約 520 棟の大きな被害が生ずることが想

定されている。

② 直下型地震

平成７（1995）年に発生した阪神・淡路大震災は、我が国で初めて都市

を直撃した直下型地震であり、地震の規模は淡路島北部を震源として

マグニチュード 7.3（兵庫県の一部では震度７、京都市中京区では震度５

を観測）、死者 6,400 余人、負傷者 43,700 余人に上る甚大な人的被害を

もたらした。

京都府には、府域への影響が懸念される活断層が数多く分布している。

特に、町内で最大の被害発生が懸念される生駒断層地震では、死者約

20 人、全壊・半壊建物約 3,660 棟の甚大な被害が生ずると想定されている

（京都府被害想定調査による）。

また、個別の断層について、国は「奈良盆地東縁断層帯」、「上町断層

久御山町における｢起

きてはならない最悪

の事態｣

【脆弱性評価】

「起きてはならない最悪の事

態」を回避するための施策の現

状と課題を分析・評価

推進すべき施策プ

ログラムの策定

想定するリスク
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帯」及び「琵琶湖西岸断層帯（北部）」における地震の発生確率が相対的

に高いと公表している（「活断層及び海溝型地震の長期評価結果一覧」（地

震調査研究推進本部））。京都市及び山城地域では、これらの断層を震源

とする地震の発生により大きな被害を受ける可能性があるほか、主要な活

断層の数及び発生確率から想定される被害規模が他の地域と比較して高

い傾向にある。
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（２）豪雨等による風水害等

昭和 28（1953）年には、木津川上流域を中心に大雷雨が発生し、本町では

連続雨量が 217mm の集中豪雨が降り、木津川、淀川では危険水位を突破し、

被災者数が 6,522 人にのぼる大惨事となった。

この大雨は非常に狭い範囲で降ったことから、報道機関によって「集中豪

雨」という言葉が使われた最初の事例となった。

また、平成 24 年の京都南部豪雨以降、台風や豪雨による被害が本町におい

ても発生している。

◇ 平成 24 年 京都府南部豪雨

（８月 13 日から同月 14 日まで 及び 同月 17 日から同月 18 日まで）

前線が日本海から西日本に南下し、この前線に向かって暖かく湿った空

気が流れ込んだため、大気の状態が不安定だった。

このため、８月 14 日明け方から朝にかけて京都府南部を中心に猛烈な雨

が降り、本町においても各地で冠水や浸水の被害が相次いだ。

◇ 平成 25 年 台風第 18 号（９月 15 日から同月 16 日まで）

上記台風は発達しながら日本の南海上を北上し、16 日愛知県豊橋市付近

に上陸。東海、関東甲信越及び東北地方を北東に進み、三陸沖に抜けた。

この台風の影響により京都府では、広い範囲で大雨となり、同年８月 30

日に運用開始となって以来初となる大雨特別警報が発表された。

町内全域において、避難勧告を発令した。被害状況としては、一部冠水

が確認された。

◇ 平成 29 年 台風第 21 号（10 月 22 日から同月 23 日）

断続的な降雨の後、超大型台風第 21 号が近畿に最接近し、近畿全域に激

しい雨が降り、近畿管内の各地で浸水被害が多発した。

本町においては、木津川右岸堤外の農地（４箇所）でパイピング現象に

よる基盤漏水が発見され、町消防本部及び消防団による釜段工法を実施し、

応急処置を行うことにより被害を防いだ。

◇ 平成 30 年 ７月豪雨（７月５日から同月７日）

東日本から西日本に停滞している梅雨前線に向かって暖かく湿った空

気が流れ込み、梅雨前線の活動が活発となり、近畿全域で猛烈な雨が断続

的に降り続いた。

本町においても、桂川の水位が上昇したことから、大橋辺地区に対して、

本町で２回目となる避難勧告を発令した。

被害としては、人的被害及び一部地域において冠水被害が発生した。
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◇ 平成 30 年 台風第 21 号（９月４日）

台風第 21 号は非常に強い勢力で徳島県に上陸した後、速度を上げながら

近畿地方を縦断した。その後、日本海を北上し、間宮海峡で温帯低気圧に

変わった。

本町においては、暴風が特徴的な台風であったことから、屋根瓦や外壁

等への住家被害をはじめ、パイプハウスや農作物への被害、企業など商業

施設への被害が多くあった。

平成 24 年 京都府南部豪雨

平成 24 年 ８月 13 日～14 日、

17 日～18 日

平成 25 年 台風第 18 号

平成 25 年 ９月 15 日～16 日

平成 29 年 台風第 21 号

平成 29 年 10 月 22 日～23 日

平成 30 年 台風第 21 号

平成 30 年 ９月４日






